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　環境マネジメント活動
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グループ・グローバルで展開する
環境経営
持続可能な社会の構築に向け、YOKOGAWAではグループ・グローバルに
環境マネジメントシステム(EMS)を構築し、環境経営を展開しています。

グループ全体で自律的に展開するEMS活動

　YOKOGAWAでは、「YOKOGAWAグループ環境マネ

ジメント基本規程」（P.3参照）に基づき、環境経営を展開

し、地球環境保全活動を推進しています。企業理念である

「YOKOGAWAは計測と制御と情報をテーマに、より豊か

な人間社会の実現に貢献する」をベースとして、地球環境保

全活動を経営の最重要課題の一つと位置づけてグループ・

グローバルで環境マネジメントシステム(EMS)を構築、展開

しています。また、グループ各社は、“YOKOGAWAグループ

環境方針”および“YOKOGAWAグループ環境自主行動計

画(中期計画、年度計画)”に従い、各 の々事業、環境負荷、

各国の実情に応じて環境目標を設定し、自律的に環境保全

活動を行っています。

本来業務の中に取り込んでEMSを推進

　YOKOGAWAの環境マネジメント体制は、横河電機の各

本部・事業部が、事業上の経営責任を持つ事業連結会社に

対してEMSの指導、支援を行うこととなっています。このよ

うに業務と一体化した体制をとることにより、横河電機の各

組織が年度の目標として取り上げた業務に密着したテーマ

をグループ各社で展開しました。

YOKOGAWAの環境経営活動推進組織体制（2005年度）

ソリューション事業部

航空宇宙・特機事業部

生産事業部

事業連結会社ＡＴＥ事業部

事業連結会社

海外事業部

事業連結会社

事業連結会社

事業連結会社

コーポレート・マーケティング本部 事業連結会社

IA事業部

アドバンスト・ステージ事業部

事業連結会社

通信・測定器事業部

ライフサイエンス事業部

原価企画本部

事業連結会社

技術開発本部

経営管理本部 事業連結会社

経営監査本部

品質保証本部

地球環境室地球環境委員会

省エネWG

廃棄物WG

環境調和設計専門委員会

化学物質管理専門委員会

環境担当役員社　　　　長

社員への環境教育

　横河電機では、ISO14001をベースに環境保全活動を推

進しています。社員一人ひとりの意識の向上を図るために

環境教育を行っています。横河電機においては、環境経営

報告書を全員が精読します。

　2005年度は、新人導入教育・環境基本教育に加え、京

都議定書発効に伴い「京都議定書の理解」と称して、教材を

作成しホームページへ掲載。各職場で、それぞれ教育を実

施しました。また、教育はこれだけに止まらず、資格教育

として内部監査員養成基礎研修、さらには、それぞれの職

場において必要とする特有の教育を行っています。

　社員の環境意識の向上を図り、環境保全活動を活性化さ

せるため、月に一度「地球環境ニュース」を配信しています。

また、社員には「環境保全活動手帳」を配布し自分の仕事と

環境とのかかわり合いや、自らが受講した、教育の履歴が

管理できるようになっています。

　今後の教育内容は、さまざまな観点から内容を吟味し、

社員一人ひとりが、常に環境に対する意識を持ち横河電機

の環境保全活動はもとより、環境経営に至るまで日々レベ

ルアップをするよう考えていきます。
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環境監査審査項目

システム監査

順法監査

パフォーマンス監査

組織・体制、目標管理、教育、運用管理・是

正などの状況を調べ、システムが有効に機

能しているかを確認する。

法規制値の運用と監視（資格・届出・測定

データ）などの状況を調べ、法その他の要

求事項が順守されているかを確認する。

目標と実績、法規制値のデータなどの状況

を調べ、自主的に定めた運用項目が確実に

実行されているかを確認する。

小峰サイト

甲府サイト

青梅サイト

駒ヶ根サイト

上野原サイト

中国(蘇州) 

中国(上海) 

中国(重慶)

中国(蘇州) 

インドネシア

シンガポール 

シンガポール

韓国

アメリカ

ISO14001認証取得状況

※横河マニュファクチャリング(株)小峰サイト、甲府サイト、青梅サイト、駒ヶ根サイト、
　上野原サイトは統合認証

2006年3月末現在

サイト

横河電機(株)本社・工場 

横河マニュファクチャリング(株)※

国際チャート(株) 

横河フィールドエンジニアリングサービス(株)   

横河電子機器(株) 

蘇州横河電表有限公司

上海横河電機有限公司 

重慶横河川儀有限公司

横河電機（蘇州）有限公司

P. T. Yokogawa Manufacturing Batam  

Yokogawa Electric Asia Pte. Ltd.

Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd.

Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co., Ltd.

Yokogawa Corporation of America 
   

登録日

1997年　 7月

1997年  7月

1997年  7月

1997年  7月

1997年   7月

1997年  7月

1999年  1月 

2000年　 2月

2000年  11月

1998年  5月

2000年    3月

2000年  12月

2004年  5月

2000年  4月

1998年  10月

2001年  8月

2004年  12月

2005年  6月

内
部
監
査

ISO14001の認証取得状況

　持続可能な社会の構築に向け環境経営を実践していく

ためには、適切なEMSの構築が不可欠であると考えます。

YOKOGAWAでは、「YOKOGAWAグループ環境マネジメ

ント基本規程」(P.3参照)に基づき環境活動を展開していま

す。そして、グループ各社がそれぞれの事業や組織にふ

さわしいEMSを確立し、維持・向上することを目指してい

ます。同時に、YOKOGAWAはグループ・グローバルで

EMSを展開しています。2006年3月末現在のISO14001

認証取得サイトは国内9サイト、海外9サイトと海外におい

ても積極的に取得を進めています。今後も、YOKOGAWA

は、EMSのグループ・グローバル展開を推進し、グループ・

グローバル環境経営を実践することにより、持続可能な社

会の構築に貢献していきます。

環境監査

(1)内部監査

　YOKOGAWAにおける環境内部監査とは、システム監

査、順法監査、パフォーマンス監査を指します。全サイト

にて年1回以上環境内部監査を実施しました。一部で軽微

な不適合・観察事項が指摘されていますが、その後速や

かに是正処置を実施しました。

(2)定期審査

　2004年にISO14001が改訂され、それに基づいた審

査が実施されました。横河電機本社・工場、YMGを始め

として、他のサイトにおいても、2004年版への対応を完

了し、効果的にEMSが運用されていることが認められ、

2004年版で認証が継続されました。
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用語の解説
※1 エコバランス   エネルギーおよび投入・排出物量(部材、製品を除く)の年
  間収支(使用量、排出量)の状況
※2 LCA   材料採取から生産、流通、廃棄までの生涯(ライフサイクル)
  中で生じる環境負荷の総合的評価
※3 インベントリー分析   投入された各種の環境負荷をLCAデータにより大気圏や水
  圏にどの程度排出されているか、その排出量をカテゴリー(温
  室効果ガス、オゾン層破壊物質など)別に算出する技法
※4 エコファクター   インベントリー分析で求められた各排出物質が環境にどの
  程度の影響を与えるかを評価するために設定された重み付
  け係数

環境負荷
効率  ＝

売上総利益
E P

0
（年度）

環
境
負
荷
効
率

2000

1

2

3

4

2.09

認証取得サイト

2001

1.841.84

2002

1.76

2003 2004 2005

3.02
3.343.34

1.95

環境負荷効率経年変化

石油 2,078kl

燃焼 SOX 5t 工場廃水 
111千m3

埋立廃棄物 246t

焼却廃棄物 627t

化学処理廃液 567t
生活廃水 
446千m3

NOX 19t

CO2 10,969t

排出
（OUTPUT）

投入
（INPUT）

ガス 248万m3

井戸水 330千m3 トリクロロエチレン等 10.3t

有機則対象物質 16.0t

毒劇物 6.9t

紙 473t

鉛 17.2t
水道水 460千m3

買電 
130,089MWh

電力 
133,021MWh

発電 
2,932MWh

循環資源
5,223t

大気への排出
10,993t

水域への排出
557千m3

廃棄物
1,440t

エネルギー
11.0×108MJ

水
790千m3

物質等
523.4t

部品
材料 製造／販売／サービス 製品

2005年度エコバランス

　環境負荷の全体像

環境負荷の全体像を把握するために
独自の環境負荷指標を設定・活用
YOKOGAWAでは、持続可能な社会の構築を目指すべく、
事業活動に伴う環境負荷の全体像を把握・管理しています。

環
境
経
営

環
境
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荷
の
全
体
像

環境負荷の全体像の把握

YOKOGAWAでは、事業活動全体を通じたインプット、ア

ウトプットのエコバランス※1を把握・管理し、持続可能な社

会の構築に向け、資源の有効利用、エネルギー効率の向上、

地球温暖化防止、循環資源化率の向上に役立てたいと考え

ています。

　2005年度のYOKOGAWAのエコバランスは下図の通りです。

環境負荷指標「エコポイント」

YOKOGAWAは2000年度より環境負荷の共通数値指標

として「エコポイント(EP)」を使っています。エコポイントは各

環境負荷量のLCA※2インベントリー分析※3結果にスイスの環

境省で使用しているエコファクター※4を乗ずることで、エコ

ポイント(単位:EP)を算出します。これにより環境への影響

度を統一的に評価することができるようになりました。EPの

数値が大きいほど環境への影響が大きいことを意味します。

　2005年度のISO14001認証取得16サイトにおけるエコ

ポイントは、27,123EPで前年度より、765EP増となりま

した。

環境経営の指標

YOKOGAWAでは環境経営の進捗状況を表す指標として

「環境負荷効率」を活用しています。環境負荷に対し、どれ

だけ効率よく経済価値を生み出しているかを測定する指標

で、以下の式で定義しています。

　2005年度の環境負荷効率を2000年度比で1.5倍にす

るという目標に取り組み、これを達成することができました。

次年度も新たに目標を設定し活動していく予定です。
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集計範囲：ISO14001認証取得サイト[横河フィールドエンジニアリングサービス、Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co., Ltd.を 除く(P21参照)]
対象期間：2005年4月1日～2006年3月31日

2005年度の環境会計

YOKOGAWAの2005年度の環境会計は下表の通りで

す。環境会計の算定基準は、環境省「環境会計ガイドライ

ン2005年版」に準拠しています。

　2005年度の集計については、海外生産拠点の増加に

伴い、環境保全効果は全体的に下がっています。

環
境
経
営

環
境
会
計

最適な環境経営実現を目指し
環境会計を実施
2005年度は海外を含め16サイトを対象に環境会計を実施しました。

　環境会計

環境保全効果

分類 2004年度 効果

資源投入

温暖化防止

大気汚染

効果の内容（単位）

総エネルギー投入量（TJ）

水資源投入量（km3）

CO2排出量（kt）

CO2排出量売上原単位（t-CO2/億円）

NOx排出量（t）

SOx排出量（t）

797

646

43

16

38

38

-88

-58

-4

-3

-3

-5

環境保全コスト（単位：百万円）

分類 項目 投資額 費用額

（1）工場内コスト（事業エリア内コスト）

（2）調達・物流コスト（上・下流コスト）

（3）EMS維持管理コスト（管理活動コスト）

（4）研究開発コスト

（5）社会活動コスト

（6）現状回復コスト（環境損傷コスト）

1）公害防止コスト

2）地球環境保全コスト

3）資源循環コスト

主な取り組み

監視測定

省エネ

廃棄物等の発生抑制

グリーン調達

EMS更新、教育

環境調和型製品開発

環境イベント

土壌修復

311

281

13

0

0

0

0

0

605

151

87

166

9

251

13

24

0

701計

計

環境保全に伴う経済効果　－実質的効果－（単位：百万円）

効果の内容 金額

リサイクルによる収入額（有価物売却等）

省エネルギーによる費用削減（電力等）

省資源による費用削減（水、紙等の削減）

32

34

60

126

設備投資と研究開発費（単位：百万円）

項目　 金額

当該期間の投資額の総額

当該期間の研究開発費の総額

内容等　

環境を含む全設備投資額

環境を含む全研究開発費用

49,379

30,861

環境ビジネス製品売上げと売上高総額（単位：百万円）

項目　 金額

環境ビジネス製品売上高

当該期間の売上高の総額

内容等　

環境ビジネス製品（水質浄化・大気保全・廃棄物処理等）など、

社会的な環境負荷低減に寄与する製品・システムの当期売上高

環境を含む全売上高

18,311
（7.6％）

240,652

2005年度

885

704

47

19

41

43
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環境マネジメントシステムの
確立、維持、向上

法規制等の遵守

環境ソリューションの提供

環境情報開示

環境汚染物質の削減

環境教育の実践

資源循環型経営の推進

社会への環境貢献

環境調和型製品の創出

YOKOGAWAグループ環境方針
実績取り組み目標

2005年度（主要サイト）

自己評価 関連ページ

業務に密着した活動目標を登録し、環境保全活動を実践する。

全社員に対し、環境配慮の自律行動につながる基本教育を行う。

有意業務従事者に対し、専門技能を身につける職場特有教育を行う。

・法律、規制、協定および業界の指針等を順守。（本社・工場）

・自主管理基準値の9項目以上をランクアップ。(YMG)

土壌管理基準に則った管理方法制定。(YMG)

エネルギーのCO2排出量の削減

・床面積あたりの排出量を31.7％削減。（1990年度比）（本社・工場）

・売上あたりの排出量を29.2t-CO2/億円に抑える。(YMG)

廃棄物総発生量の抑制

・2003年度比6%削減。(本社・工場)

・売上あたり4.84t/億円に抑える。（YMG）

グリーン生産ラインの展開･改善。(YMG)

鉛フリーはんだおよび六価クロムフリー表面処理対応の

生産ラインを構築。

シアンフリーめっきの生産体制を構築。

トルエン・キシレンを削減。(YMG)

WEEE指令およびRoHS指令への対応 (本社・工場)

・設計標準（DS）を作成。

・RoHS指令6物質を含まない部品・部材への改廃を促進。

・RoHS指令対応計画を策定し、実行に移す。

開発製品のCO2排出量を25％削減。(本社・工場)

環境保全製品の普及と環境ソリューションの推進。(本社・工場)

自然保護活動・社会活動・地域活動などへの参加。

情報を開示し広く社会とのコミュニケーションを図る。(本社・工場)

外部向け環境ホームページ開設。（YMG）

・業務に密着した59テーマを完了。

・年2回内部監査を実施し、実効性のある環境マネジメントシステ

ムの運用を確認。

100%実施。

100%実施。

・排水、排ガス、騒音･振動測定を実施し、自主基準値以下を確認。

・15項目に対して基準値のランクをアップ。

　

予算計画へ計上。

・26.8%削減。

・売上原単位33.6t-CO2/億円。

・6.9%削減。

・売上原単位5.79 t/億円。

8ライン以上の目標に対し、15ラインの改善達成。

事業部計画に対し実施。

事業部計画に対し実施。

4,284kg削減達成。

・18件の設計標準を改訂および作成。

・評価の継続、3次調査終了。

・対応製品9機種を出図。

7機種に適用を完了。

展示会、セミナーおよびイベントを実施。

各地域の清掃活動に参加。

6月に環境経営報告書発行。

11月開設。http://www.yokogawa.com/jp-ymg/corp/eco/eco-info.htm
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地球環境保全活動の推進と継続的な改善を図るため、環境マネジメントシステムを確立する。

そのため企業活動が環境に与える影響を的確に捉え、技術的、経済的に可能な範囲で、

環境目的・目標を定めて取組むとともに、環境監査を実施し、システムの維持向上を図る。

環境方針の理解と意識高揚を図り、業務遂行・地域活動のあらゆる面で環境に配慮して自律的に行動するため、

地球環境保全の教育を行う。

環境関連の法律、規制、協定及び業界の指針等を遵守し、地球環境保全に取組む。

企業活動の全てにおいて省資源、省エネルギーに取組み、さらに廃棄物削減とリユース・リサイクルの推進に努め、

ゼロエミッションを目指す。

有害物質、地球温暖化物質、オゾン層破壊物質など、環境に負荷を与える物質は、

可能な限り代替技術への転換を図って削減し、環境汚染リスクを回避する。

資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を考慮した製品を開発、生産し、

環境負荷の少ない製品を創出し社会に提供する。

計測、制御、情報の技術を通して地球環境保全に貢献する、より付加価値の高い製品、サービスを社会に提供する。

地球環境保全活動への参加と社員の自主的な活動を支援し、良き企業市民として社会との共生に努める。

環境方針および地球環境保全活動の情報を開示し、広く社会とのコミュニケーションを図る。

2005年度における
環境活動の概要
YOKOGAWAでは「YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程」(P.3参照)に基づき、
各社の事業内容、地域性を考慮した環境保全活動、
企業市民としての社会活動に取り組んでいます。

　目標と実績
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環境マネジメントシステムの
確立、維持、向上

法規制等の遵守

環境ソリューションの提供

環境情報開示

環境汚染物質の削減

環境教育の実践

資源循環型経営の推進

社会への環境貢献

環境調和型製品の創出

YOKOGAWAグループ環境方針
実績取り組み目標

2005年度（主要サイト）

自己評価 関連ページ

業務に密着した活動目標を登録し、環境保全活動を実践する。

全社員に対し、環境配慮の自律行動につながる基本教育を行う。

有意業務従事者に対し、専門技能を身につける職場特有教育を行う。

・法律、規制、協定および業界の指針等を順守。（本社・工場）

・自主管理基準値の9項目以上をランクアップ。(YMG)

土壌管理基準に則った管理方法制定。(YMG)

エネルギーのCO2排出量の削減

・床面積あたりの排出量を31.7％削減。（1990年度比）（本社・工場）

・売上あたりの排出量を29.2t-CO2/億円に抑える。(YMG)

廃棄物総発生量の抑制

・2003年度比6%削減。(本社・工場)

・売上あたり4.84t/億円に抑える。（YMG）

グリーン生産ラインの展開･改善。(YMG)

鉛フリーはんだおよび六価クロムフリー表面処理対応の

生産ラインを構築。

シアンフリーめっきの生産体制を構築。

トルエン・キシレンを削減。(YMG)

WEEE指令およびRoHS指令への対応 (本社・工場)

・設計標準（DS）を作成。

・RoHS指令6物質を含まない部品・部材への改廃を促進。

・RoHS指令対応計画を策定し、実行に移す。

開発製品のCO2排出量を25％削減。(本社・工場)

環境保全製品の普及と環境ソリューションの推進。(本社・工場)

自然保護活動・社会活動・地域活動などへの参加。

情報を開示し広く社会とのコミュニケーションを図る。(本社・工場)

外部向け環境ホームページ開設。（YMG）

・業務に密着した59テーマを完了。

・年2回内部監査を実施し、実効性のある環境マネジメントシステ

ムの運用を確認。

100%実施。

100%実施。

・排水、排ガス、騒音･振動測定を実施し、自主基準値以下を確認。

・15項目に対して基準値のランクをアップ。

　

予算計画へ計上。

・26.8%削減。

・売上原単位33.6t-CO2/億円。

・6.9%削減。

・売上原単位5.79 t/億円。

8ライン以上の目標に対し、15ラインの改善達成。

事業部計画に対し実施。

事業部計画に対し実施。

4,284kg削減達成。

・18件の設計標準を改訂および作成。

・評価の継続、3次調査終了。

・対応製品9機種を出図。

7機種に適用を完了。

展示会、セミナーおよびイベントを実施。

各地域の清掃活動に参加。

6月に環境経営報告書発行。

11月開設。http://www.yokogawa.com/jp-ymg/corp/eco/eco-info.htm
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地球環境保全活動の推進と継続的な改善を図るため、環境マネジメントシステムを確立する。

そのため企業活動が環境に与える影響を的確に捉え、技術的、経済的に可能な範囲で、

環境目的・目標を定めて取組むとともに、環境監査を実施し、システムの維持向上を図る。

環境方針の理解と意識高揚を図り、業務遂行・地域活動のあらゆる面で環境に配慮して自律的に行動するため、

地球環境保全の教育を行う。

環境関連の法律、規制、協定及び業界の指針等を遵守し、地球環境保全に取組む。

企業活動の全てにおいて省資源、省エネルギーに取組み、さらに廃棄物削減とリユース・リサイクルの推進に努め、

ゼロエミッションを目指す。

有害物質、地球温暖化物質、オゾン層破壊物質など、環境に負荷を与える物質は、

可能な限り代替技術への転換を図って削減し、環境汚染リスクを回避する。

資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を考慮した製品を開発、生産し、

環境負荷の少ない製品を創出し社会に提供する。

計測、制御、情報の技術を通して地球環境保全に貢献する、より付加価値の高い製品、サービスを社会に提供する。

地球環境保全活動への参加と社員の自主的な活動を支援し、良き企業市民として社会との共生に努める。

環境方針および地球環境保全活動の情報を開示し、広く社会とのコミュニケーションを図る。

　2005年度は活動を環境面と経営面からとらえ、業務に

密着した取り組みを主目標として実施しました。

　EU圏で施行された廃電気電子機器（WEEE）指令と、電

気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限(RoHS)指

令へ、製品や生産での対応を推進することができました。

また、昨年の報告書でご紹介しましたエネルギー管理パッ

ケージEnemapや省エネ支援システムInfoEnergyの販売

推進など環境ソリューションの提供に努めました。

　一部未達成の施策もありますが、さらに業務に密着した

取り組みを進めて、環境活動を向上させていきたいと考え

ています。
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